
 

平成２１年度都区財政調整 新規算定・算定改善等 
 

１ 議会総務費 
項    目 説              明 

【議会総務費／経常】 

地域コミュニティ活動支援 

費 

 

                 （百万円） 

改定後 １，４４６ 

改定前 ８８４  

増△減 ５６２ 

 

１ 概  要 

町会・ＮＰＯ等の地域団体への支援等、地域コミュニティの活性

化に係る経費を新規に算定する。 

 

２ 算定内容 

＜標準区経費＞ 

 ５７，３４７千円（比例費） 

 

 （注） 標準区経費のうち３５，０７０千円は、区民関係等事務

費からの移行分である。 

【議会総務費／経常】 

議会運営費 

 

                 （百万円） 

改定後 １，３１５ 

改定前 １，２２２  

増△減 ９３ 

 

１ 概  要 

議会運営費のうち地方議会議員共済会負担金について、事務負担

金を追加算定する等、算定の充実を図る。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前   ２９，５１１千円（固定費） 

        ２１，５４６千円（比例費） 

  改定後   ３１，７５３千円（固定費） 

        ２３，１８３千円（比例費） 

 

【議会総務費／経常】 

庁舎維持管理費 

 

                 （百万円） 

改定後 ２，０２２ 

改定前 １，５１５  

増△減 ５０７ 

 

１ 概  要 

庁舎維持管理費のうち光熱水費について、算定の充実を図る。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞  

改定前   ４４，７５２千円（固定費） 

        １９，２７１千円（比例費） 

  改定後   ５９，７３７千円（固定費） 

        ２５，７２３千円（比例費） 

 

【議会総務費／経常】 

区民関係等事務費 

 

                 （百万円） 

改定後 ２１６ 

改定前 ３３  

増△減 １８３ 

 

１ 概  要 

区民関係等事務費のうち区民相談経費について、法律相談に係る

経費の算定の充実を図るとともに、税務相談及び交通事故相談に係

る経費を追加算定する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞  

改定前   １，３０６千円（比例費） 

  改定後   ５，５６６千円（固定費） 

        ３，４９９千円（比例費） 



 

１ 議会総務費のつづき 
項    目 説              明 

【議会総務費／経常】 

男女共同参画事業費 

 

                 （百万円） 

改定後 １５６ 

改定前 １００  

増△減 ５６ 

 

１ 概  要 

女性青少年対策費のうち青少年対策に係る経費を教育費に移款

するとともに、女性対策に係る経費を男女共同参画事業費とし、算

定の充実を図る。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

改定前（女性対策に係る経費）   ３，９８３千円（比例費）

  改定後（男女共同参画事業費）     ４２０千円（固定費）

                   ５，８１２千円（比例費）

【議会総務費／経常】 

賦課徴収費 

 

                 （百万円） 

改定後 １３，３２３ 

改定前 １１，３０８  

増△減 ２，０１５ 

 

１ 概  要 

個人住民税の公的年金からの特別徴収が開始されることに伴い、

賦課徴収費について、審査システムの導入・運用及び地方税電子化

協議会分担金等に係る経費を追加算定する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前    ２４８，５１４千円（固定費） 

         ２２１，７８６千円（比例費） 

  改定後    ２４８，５１４千円（固定費） 

         ３０１，７００千円（比例費） 

   ※導入経費（７４，６８５千円）は、平成 21 年度に限り算定

 



 

２ 民生費 
        項    目              説              明 

 【社会福祉費／経常】 
  障害者モビリティ支援 

事業費 
                 （百万円） 

改定後  ４，４５８ 

改定前 ４，４５８ 

 

増△減  ０ 

 

１ 概  要 

  現行の福祉タクシー事業費に自家用車の燃料費助成を追加する

ことにより、障害者モビリティ支援事業費として再構築する。 

 

２ 算定内容 

  既存の福祉タクシーの算定額の範囲において、自家用車燃料費助

成事業費を追加算定する。 

＜標準区経費＞ 

  改定前 福祉タクシー事業費      176,790 千円（比例費）

  改定後 福祉タクシー事業費・自家用車 

燃料費助成事業費       176,790 千円（比例費）

 

【老人福祉費／経常】 
  高齢者住宅火災報知機 

給付事業費 
                 （百万円） 

改定後  ６，６７３ 

改定前 ０ 

 

増△減 ６，６７３ 

 

１ 概  要 

  消防法及び東京都火災予防条例により平成22年4月から全家庭

に住宅用火災警報器の設置が義務付けられることを踏まえ、高齢

者世帯を対象とした住宅用火災報知機給付事業にかかる経費につ

いて、新規に算定する。 

 

２ 算定内容 

  当事業について、平成 21 年度の単年度で算定する。 

＜標準区経費＞ 

  高齢者住宅火災報知機給付事業費    248,672 千円（比例費）

   

 

【生活福祉費／経常】 
  中国残留邦人等生活支援 

給付金 
                 （百万円） 

改定後 ３６４ 

改定前 ０ 

 

増△減  ３６４ 

 

１ 概  要 

  中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支

援に関する法律の改正に基づく中国残留邦人等生活支援給付金に

ついて、新規に算定する。 

 

２ 算定内容 

  当給付金について、生活保護費での算定との重複部分を段階的に

控除（平成 23 年度まで）したうえで、新規算定する。 

＜標準区経費＞ 

  事業費             26,370 千円 

  特定財源           19,777 千円 

  差引一般財源          6,593 千円（比例費） 

 



 

２ 民生費のつづき 
        項    目              説              明 

 【児童福祉費／経常】 
  病後児保育事業費 
                 （百万円） 

改定後  １５６ 

改定前 ８４ 

 

増△減  ７２ 

 

１ 概  要 

  病後児保育事業費について、算定箇所数を増加することにより、

算定を充実する。 

 

２ 算定内容 

  当事業について、今年度から変更になった国の制度に沿った算定

に改めたうえで、算定箇所数を標準区あたり１ヶ所から２ヶ所に増

加する。 

＜標準区経費＞ 

  改定前 事業費      7,271 千円 

      特定財源    3,635 千円 

      差引一般財源  3,636 千円（固定費） 

 

  改定後 事業費     14,846 千円 

      特定財源    8,066 千円 

      差引一般財源  6,780 千円（固定費） 

【児童福祉費／経常】 
 認証保育所運営費等事業費 
                 （百万円） 

改定後 １０，６１０ 

改定前 ９，２８２ 

 

増△減 １，３２８ 

 

１ 概  要 

  認証保育所運営費等事業費について、算定箇所数を増加するこ

とにより、算定を充実する。 

 

２ 算定内容 

  当事業について、A 型の算定箇所数を標準区あたり１０ヶ所から

１２ヶ所に増加する。 

＜標準区経費＞ 

  改定前      56,560 千円（固定費） 

         332,920 千円（比例費） 

 

  改定後      84,840 千円（固定費） 

         361,200 千円（比例費） 

 【社会福祉費／経常】 
【老人福祉費／経常】 
【児童福祉費／経常】 

  施策の見直し協議に伴う 
包括補助事業等の再構築 

                 （百万円） 

改定後  １１，０１２ 

改定前 １１，００２ 

 

増△減  １０ 

 

１ 概  要 

  「都と特別区の協議（施策の見直し）」の協議結果を踏まえ、福

祉保健分野における包括補助事業等の再構築を行う。 

 

２ 算定内容 

＜標準区経費＞（差引一般財源） 

  改定前 (1) 福祉保健基盤等包括補助事業費 118,560 千円 

      (2) 福祉サービス総合支援事業費     1,748 千円 

      (3) 障害者施策推進包括補助事業費 242,245 千円 

      (4) 高齢社会対策包括補助事業費    65,018 千円 

      (5) ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ運営費           5,231 千円 

       計                             432,802 千円 

  改定後 (1) 地域福祉推進包括補助事業費    73,198 千円 

      (2) 障害者施策推進包括補助事業費 251,415 千円 

      (3) 高齢社会対策包括補助事業費    72,435 千円 

      (4) 子ども家庭支援包括補助事業費  27,043 千円 

      (5) ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ運営費          10,231 千円 

       計                             434,322 千円 

 

 
 



 

２ 民生費のつづき 
項    目 説              明 

【国民健康保険事業助成費／

経常】 
 保険給付費 
（出産育児一時金） 
 

(百万円) 

改定後 ５，４１４ 

改定前 ４，９８７ 

 

 

増△減 ４２７ 

１ 概  要 
 平成 21 年１月から開始される産科医療補償制度の創設により、 
健康保険法関係法令では出産育児一時金の引き上げが規定される。

これを受け、国民健康保険条例においても統一的に改正されること

から、出産育児一時金について単価の引き上げを行なう。 
 出産育児一時金 1 件あたり ３８万円（現行３５万円） 

 
２ 算定内容 

＜標準区経費＞ 
改定前  ２２０，９４２千円（比例費） 
改定後  ２３９，８８０千円（比例費）    

 

【後期高齢者医療制度事業助

成費／経常】 
 特定財源（国庫支出金） 
 

(百万円) 

改定後    ― 

改定前 ― 

 

 

増△減 ― 

１ 概  要 
 平成 20 年６月 12 日政府・与党決定の、後期高齢者医療制度に 
係る保険料軽減に関する特別対策について、財調算定に反映する。

 
２ 算定内容 

＜標準区経費＞ 
特別対策にかかる経費および国庫補助（特財）の算定 
※特別対策にかかる経費は全て国庫支出金による特定財源で 
対応するため、算定に影響なし 

 

 



 

２ 民生費のつづき 

        項    目              説              明 

 【民生費／経常】 
  新たな医療制度開始から 
１年経過したことに伴う 
各費目の整理 

                 （百万円） 

改定後 ― 

改定前 ―  

 

増△減 ―  

 

１ 概  要 
  新たな医療制度が開始してから１年が経過したことに伴い、国

民健康保険事業助成費および後期高齢者医療制度事業助成費につ

いて整理をする。 
 
 
２ 算定内容 
（１）国民健康保険事業助成費 態容補正Ⅴの廃止 
 （態容補正Ⅴ） 
  前期高齢者数の多少による前期高齢者財政調整の差を補正 

する。 
   
 （廃止理由） 
  前期高齢者財政調整制度を検証した結果、前期高齢者数の多少

による影響は、すでに当該財政調整制度中で調整済みであり、

当該補正は不要であることが判明したため。 
 
（２）算定基礎数値の確認方法の変更 
  新たな医療制度開始から 1 年経過したことに伴い、算定基礎数

値の確認方法を以下のとおり変更する。 
 
 ①国民健康保険事業助成費 
            （現在）       （変更後）  
■被保険者数   当該年度 4 月 30 日 →   前年度末  

 ■保険料軽減   当該年度 4 月 1 日  →  前年度における 
  被保険者数                 都支出金算定基礎

 ■介護保険第２号 当該年度 4 月 30 日 →   前年度末 
  被保険者数 
 
②後期高齢者医療制度事業助成費  
           （現在）       （変更後）  
■被保険者数   当該年度 4 月 1 日  →   前年度末  
■保険料軽減   当該年度 4 月 1 日  →  前年度における 

  被保険者数                都支出金算定基礎

 （低所得者分） 
 ■保険料軽減   当該年度 4 月 1 日  →  前年度における  

  被保険者数                都支出金算定基礎

（旧被用者保険 
  被扶養者分） 



 

３ 衛生費 
項    目 説              明 

【衛生費／経常】 
 結核予防費 
（入院患者医療費） 
 

(百万円) 

改定後 １８０ 

改定前 １２３ 

 

 

増△減 ５７ 

１ 概  要 
 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基

づく入院患者医療費について、特別区の実施状況等をふまえ、医療

費（扶助費）の単価および件数を見直し、算定の充実を図る。 
  なお、事業名を「従事禁止命令入所患者等医療費」から「入院患

者医療費」に変更する。 
 
２ 算定内容 

＜標準区経費＞ 
改定前  ４，８８２千円（比例費） 
改定後  ７，１４１千円（比例費）    

 

【衛生費／経常】 
 妊産婦健康診査費 
  
 

(百万円) 

改定後 ３，６７９ 

改定前 ２，７８４ 

 

増△減 ８９５ 

 

１ 概  要 
  母子保健法に基づく妊婦健康診査について、国の緊急経済対策に

より国庫補助および地方財政措置がなされ、公費助成が現在の５回

から 14 回分まで拡充されることから、国の制度に沿った形で平成

22 年度までの２ヵ年に限り算定の充実を図る。 
  また、委託単価および事務手数料等について、五者協単価等に見

直す。 
 
２ 算定内容 
  医療機関等への診査委託回数を拡大し、その他単価等を見直す。

標準区 １４回（改定前５回） 
＜標準区経費＞ 

改定前  １１０，４０７千円（比例費） 
改定後  １４５，８８７千円（比例費）    

【衛生費／経常】 
 乳幼児健康診査費 
  
 

(百万円) 

改定後 １，５９４ 

改定前 １，３６８ 

 

増△減 ２２６ 

１ 概  要 
  母子保健法に基づく１歳６か月児の乳幼児健康診査（一般）につ

いて、特別区の実施状況等をふまえ、集団検診（賃金）から個別検

診（委託）に変更し、算定の充実を図る。 
  また、委託単価および事務手数料について、三者協・五者協単価

等に見直す。 
 
２ 算定内容 

＜標準区経費＞ 
改定前  ５４，２５０千円（比例費） 
改定後  ６３，２２５千円（比例費） 

【衛生費／経常】 
 環境施策推進費 
 

(百万円) 

改定後 １，５５７ 

改定前 ９６７ 

 

増△減 ５９０ 

 

１ 概  要 
  環境施策における特別区の実施状況等をふまえ、路上喫煙等巡回

指導委託経費および、低炭素型社会推進費として省エネ設備等導入

補助経費を追加し、環境施策推進費の算定充実を図る。 
 
２ 算定内容 
 環境施策推進費に以下の２項目を追加算定する。 
 ○環境事業推進費      路上喫煙等巡回指導委託 
 ○低炭素型社会推進費（新） 省エネ設備導入補助ほか 

 ＜標準区経費＞ 
改定前  ３８，３６６千円（比例費） 
改定後  ６１，７５３千円（比例費） 

 



 

４ 清掃費 
        項    目              説              明 

 【収集作業費／経常】 
  不燃ごみ中継作業経費（態 
   容補正）の見直し 
                 （百万円） 

改定後  １，３１８ 

改定前 ３，８０３ 

 

増△減  △２，４８５ 

 

１ 概  要 

  不燃ごみ中継所の一部廃止に伴い、態容補正（Ⅰ）を見直す。 

 

２ 算定内容 

 態容補正（Ⅰ） 

     算式の符号 

     Ｂ：前年度における当該区所在の不燃ごみ中継施設の搬入量とし

て知事が算定した量（ｔ） 

 

↓ 

 

     Ｂ：（削除）当該区所在の不燃ごみ中継施設の搬入量として知事

が算定した量（ｔ） 

 

     なお、搬入量は作業計画を参考に算定する。 

 

     また、不燃ごみの中継施設を廃止した区については、不燃ごみ

の中継施設に係る経費は計上しない。 

 

     この見直しは、平成 21 年度に限った臨時的な措置であり、平成

22 年度財調算定において行う清掃費の見直しの際に、改めて見直

すものとする。 

 

 

５ 経済労働費  
項    目 説              明 

【生活経済費／経常】 

 消費者対策事業諸費 

 

（百万円） 

改定後 ３３５ 

改定前 ２７０  

増△減 ６５ 

 

１ 概  要 

  消費者相談に係る経費について、標準区の消費者相談の延べ日

数を増やし、算定を充実する。 

 

２ 算定内容 

＜標準区経費＞ 

 １３，２８５千円（比例費） 

【生活経済費／経常】 

 商工振興費 

 

（百万円） 

改定後 ２，６９５ 

改定前 ０  

増△減 ２，６９５ 

 

１ 概  要 

商工振興費（工業振興費及び中小企業関連資金融資あっせん事

業の 21 年度緊急対策分の追加）について、算定を充実する。 

 

２ 算定内容 

＜標準区経費＞ 

 工業振興費                        ９，４７０千円（比例費）

  中小企業関連資金融資あっせん事業（21 年度緊急対策分） 

                                １３４，４３８千円（比例費）

               



 

５ 経済労働費のつづき  
項    目 説              明 

【生活経済費／経常】 

 農漁業振興費（態容補正） 

  の見直し 

 

（百万円） 

改定後 ８４ 

改定前 １６１  

増△減 ７７ 

 

１ 概  要 

  農漁業振興費について、都市農家育成等の経費を追加し、算定

を充実する。 

 

２ 算定内容 

＜１世帯あたり経費＞ 

 改定前 ３７，７３８円 

  改定後 ７２，４６６円 

 
 
６ 土木費  

項    目 説              明 

【建築公害費／経常】 

 住宅対策費 

 

                 （百万円） 

改定後 １１６ 

改定前 ９６  

増△減 ２０ 

 

１ 概  要 

 現行の住宅基本計画策定費に加え、分譲マンション管理支援費を

追加することにより、住宅対策費の算定を充実する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

改定前    １，７７０千円（固定費） 

       ２，２１２千円（比例費） 

改定後    ２，６３１千円（固定費） 

       ２，２１２千円（比例費） 

【道路橋りょう費／経常】 

 道路占用料 

 

                 （百万円） 

改定後 △２４，７０３ 

改定前 △２２，６８２  

増△減 △２，０２１ 

 

１ 概  要 

  平成１９年度に実施された道路占用料の改定を受け、道路占用料

の見直しを行う。 

 

２ 算定内容 

  ＜標準区経費＞ 

  改定前 △７６３，１００千円（特定財源） 

  改定後 △８３１，１００千円（特定財源） 



 

６ 土木費のつづき  
【都市整備費／投資】 

 緑化推進対策経費 

 

                 （百万円） 

改定後 ５，１９４ 

改定前 ０  

増△減 ５，１９４ 

 

１  概  要 

   区管理施設等において、新たな緑を創出するための経費につい

て、平成２１年度に限り、臨時的需要として算定する。 

  また、区間配分にあたっては、人口に対する各区面積の比率の

多少により、当事業費（1/2 分）の差を密度補正する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

２０６，３００千円（比例費） 

  

 ＜密度補正の算式＞ 

  標準区の人口に対する面積比率を 0.00705（2,469ha/350,000 人）

とする。 
 
         B 

         A          標準区の当事業費の 1/2 

    １＋        －１  × 

       0.00705        標準区の都市整備費 
 
 
  算式の符号 

 A：測定単位の数値（当該年度の 4月 1日における人口） 

 B：当該区の面積（当該年度の前年度の「全国都道府県市区町村別

面積調」国土地理院発行による面積） 

【公園費／投資】 

 公園新設工事費 

 

（百万円） 

改定後 ６９７ 

改定前 ４７２  

増△減 ２２５ 

※改定前には、態容補正分 

 ２８百万円を含む。 

１ 概  要 

  公園新設工事にかかる単価を見直す。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前 事業費        １８，９００千円 

     特定財源（国庫支出金）   ４７３千円 

      差引一般財源     １８，４２７千円 

 

  改定後 事業費        ２８，５００千円 

      特定財源（国庫支出金）   ７１３千円 

      差引一般財源     ２７，７８７千円 

 



 

７ 教育費 
項    目 説              明 

【その他の教育費／経常】 

 校庭芝生管理費 

 

                 （百万円） 

改定後 ５４ 

改定前    ０  

増△減 ５４ 

 

１ 概  要 

   校庭の芝生化実施後に必要な管理経費のうち、専門的な維持管理

作業に要する経費について、新規に算定する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  事業費     ３，１５３千円（固定費） 

  特定財源      ７８８千円（固定費） 

  差引一般財源  ２，３６５千円 

【小学校費・中学校費／経常】 

 学校評価事業費 

 

                 （百万円） 

改定後 １８３ 

改定前   ０  

増△減 １８３ 

 

１ 概  要 

   平成１９年の学校教育法等の改正により規定された学校評価（自

己評価・学校関係者評価）に必要な経費について、新規に算定する。

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  小学校費  ５，０１２千円（比例費） 

中学校費  ２，６５３千円（比例費） 

  合  計  ７，６６５千円 

【小学校費・中学校費／経常】 

 小中学校運営費 

 

                 （百万円） 

改定後 ６９，１６１ 

改定前   ６２，０９９  

増△減 ７，０６２ 

 

１ 概  要 

   教員用パソコン整備費及び校内ＬＡＮ整備費を追加し、算定を充

実する。なお、校内ＬＡＮ導入経費については、21 年度に一括して

算定する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前 小学校費  １，６５８，０９５千円（比例費） 

    中学校費  １，１４２，１８６千円（比例費） 

      合  計  ２，８００，２８１千円 

 

  改定後 小学校費  １，８４７，４７５千円（比例費） 

    中学校費  １，２４９，６４６千円（比例費） 

      合  計  ３，０９７，１２１千円 

【その他の教育費／経常】 

 教育相談事業費 

                 （百万円） 

改定後 ５５９ 

改定前   ２２１  

増△減 ３３８ 

 

１ 概  要 

   教育相談員数の見直し及び適応指導教室関係経費を追加し、算定

を充実する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前  １６，０８１千円（比例費） 

  改定後  ４０，６３１千円（比例費） 

  



 

７ 教育費のつづき 
項    目 説              明 

【その他の教育費／経常】 

 学校施設開放事業費 

 

                 （百万円） 

改定後 １，４９７ 

改定前 １，４３０  

増△減 ６７ 

 

１ 概  要 

   学校週５日制支援事業費の算定廃止に伴う対応として、学校施設

開放事業費（指導員謝礼）の算定を充実する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前  ５６，７１０千円（比例費） 

改定後  ５９，３７７千円（比例費）   

【その他の教育費／経常】 

 放課後子ども教室推進事業

費 
                 （百万円） 

改定後 ６８１ 

改定前 ６４１  

増△減 ４０ 

 

１ 概  要 

   放課後子ども教室推進事業費のうちコーディネーターの配置基準

を見直し、算定を充実する。 

 

２ 算定内容 

  コーディネーターの配置基準について、５校に１人から３校に１

 人に見直す。 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前 事業費       ７７６千円（固定費） 

             ７５，５４８千円（比例費） 

      特定財源   ５０，８８３千円      

    差引一般財源 ２５，４４１千円 

 

  改定後 事業費       ７７６千円（固定費） 

             ８０，３５８千円（比例費） 

      特定財源   ５４，０８９千円      

    差引一般財源 ２７，０４５千円 

【小学校費・中学校費／投資】 

 義務教育施設（給食室）の大

規模改修及び改築経費 

 

                 （百万円） 

改定後 ０ 

改定前 ０  

増△減 ０ 

 

１ 概  要 

   小中学校給食室のドライシステム化に必要な経費について、態容

補正Ⅱにより加算する。 

 

２ 算定内容 

   給食室のドライシステム化に係る経費を態容補正Ⅱに追加し、大

規模改修又は改築時に実施した学校数に応じて加算する。 

 ＜加算額（１校あたり）＞ 

  小学校費  

   ・大規模改修時に実施した場合 ＠６３，１００千円 

   ・改築時に実施した場合    ＠２４，６１９千円 

  中学校費 

   ・大規模改修時に実施した場合 ＠５５，５００千円 

   ・改築時に実施した場合    ＠１８，３１９千円 

 

※ 前年度の実績に応じて当初算定時に加算するため、影響額はゼロ

としている。 

 



 

７ 教育費のつづき 
項    目 説              明 

【小学校費・中学校費／投資】 

 小中学校改築経費 

 

                 （百万円） 

改定後 １６，３１５ 

改定前 １５，０７０  

増△減 １，２４５ 

 

１ 概  要 

   小中学校改築経費について、改築面積を現行の国庫補助基準面積

に引き上げ、算定を充実する。 

 

２ 算定内容 

  小学校費 

   ・校舎：4,716 ㎡→5,540 ㎡、給食室：150 ㎡→180 ㎡ 

  中学校費 

   ・校舎：5,126 ㎡→6,086 ㎡ 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前 小学校費   ６９５，７９９千円 

      中学校費   ３８９，２１８千円  

      合  計 １，０８５，０１７千円 

 

  改定後 小学校費   ７５３，３１８千円 

      中学校費   ４１９，２４１千円  

      合  計 １，１７２，５５９千円 

 

※ 金額は改築と雨水有効利用設備整備費の合計額。一般財源ベース。

【その他の教育費／経常】 

 学校週５日制支援事業費 

 

                 （百万円） 

改定後 ０ 

改定前 １４０  

増△減 △１４０ 

 

１ 概  要 

   完全学校週５日制実施から６年余り経過し、推進委員会を設置し

ている実績がないこと、また、週５日制に関連する他の施策が財調

算定されている状況を踏まえ、算定を廃止する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前  ５，５３７千円（比例費） 

  改定後      ０千円 

 

 

 
 
８ その他諸費 

項    目 説              明 

【財産費／経常】 

 財政健全化対策 

（減債対策経費の算定） 

 

（百万円） 

改定後 １０，４９７ 

改定前 ０  

増△減 １０，４９７ 

 

１ 概  要 

  減税補てん債等の償還経費が累積している実態を踏まえ、その償

還に備えて、減債対策経費を算定し、後年度負担の軽減を図る。 

 

２ 算定内容 

・平成１８年度における特別区民税に係る減税補てん債算定額 

  （平成２９年度当初における未償還元金    10,497 百万円）

  

  

 

 



 

９ その他 
項    目 説              明 

 
標準給等の見直し 
 

(百万円) 
【給与費関連】 

改定後 ５１２，４８１ 

改定前 ５１５，９０４ 

 

増△減 △３，４２３ 

【事業費関連】 

改定後 － 

改定前 － 

 

増△減 △１３６ 

※事業費関連は多岐にわたるため、

増減のみ記載している。 

【合計】 

 増△減 △３，５５９ 

 

１ 概  要 
  平成 20年 1月に実施された技能系職員の給与体系の改正に伴い、

標準給を改定する。また、標準給と連動する時間外勤務手当及び休

日給等の事業費の算定を見直す。 

 
２ 算定内容 
 ＜標準給＞ 
  改定前    ７，５８１，０２４円 
  改定後    ７，５３０，７３０円 

 



 

９ その他のつづき 
項    目 説              明 

【議会総務費他／投資】 

公共施設臨時的改築工事費 

 

（百万円） 

改定後 ２９，５２９ 

改定前 ０ 

 

増△減 ２９，５２９ 

 

１ 概  要 

現在 1/50 で算定している公共施設（清掃工場その他施設及び義

務教育施設を除く）の改築経費について、平成 21 年度に限り、2/50

相当額を臨時的改築工事費として算定に追加する。 

 

２ 算定内容（追加分） 

    
標準区経費 

    （千円） 

需 要 額

  （百万円）

議会総務費 地域交流施設 112,560 2,728

民 生 費 心身障害者福祉施設 67,536 1,690

  高齢者福祉施設 192,961 5,229

  児童福祉施設 380,623 9,696

  小 計 641,120 16,615

衛 生 費 保健衛生施設 25,492 614

清 掃 費 清掃事務所及び清掃事業所 33,106 822

経済労働費 消費者及び商工振興施設 11,256 266

土 木 費 道路公衆便所 8,230 276

  公園公衆便所 19,202 439

  小 計 27,432 716

教 育 費 校外施設 67,536 1,241

  幼稚園 86,146 648

  生涯学習関連施設 225,120 5,879

  小計 378,802 7,768

合 計 1,229,768 29,529 

 
 


